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平成２７年の年頭にあたり、組合員ならびにご家族の皆様に謹んで新春のお慶びを申し上げます。

また、昨年中は平素から関係各位の皆様方より格別のご支援ご協力を賜り厚くお礼申し上げます。

昨年は１１月に組合会議員選挙が行なわれ、新しい議員の皆様が選出されました。向こう２年間に

わたり高知県市町村職員共済組合の定款の変更、予算・決算の決定など、本共済組合の業務運営の方

向を決定する重要な役割を果たしていくこととなります。

また、１２月３日に行われました役員選挙におきましては引き続き理事長に選出いただきました。

これまでの経験を踏まえて、また新たな気持ちで、理事ならびに議員各位ともども、組合員とご家族

の生活の安定と福祉の向上に最善の努力を傾注する所存でございますので、皆様方のご支援とご協力

を賜りますよう心からお願い申し上げます。

さて、共済制度をとりまく情勢は、短期給付の財政状況は厳しい状況がつづいており、収入面につ

きましてはここ近年、組合員数はゆるやかな減少となりましたが、依然として掛金・負担金収入の減

少がつづいております。また、支出面につきましては、前期高齢者納付金・後期高齢者支援金等（特

定保険料）の支出額に対する負担割合が高いことにより影響を受けており、平成２６年度においても

財源率の引き上げを余儀なくされました。平成２７年度におきましても、１０月より始まる標準報酬

制により掛金・負担金の減少につながり、引き続き厳しい財政状況になると予想されますので、組合

員の皆様方のご理解をお願いいたします。

年金制度については、平成２４年８月に公布された被用者年金一元化法により、本年１０月から厚

生年金制度に統一され、共済年金と厚生年金の制度的な差異は基本的に厚生年金に揃えて解消するこ

ととなり、またこの一元化に伴い共済組合においては、複数の年金制度加入者が年金請求手続き、相

談等を１ケ所で受けられる「ワンストップサービス」を実施することになります。一昨年８月に行わ
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れた追加費用期間についての年金額の削減をはじめ、特例水準の解消、さらには今後予定されており

ます現役世代の労働人口の減少率と年金受給者の平均余命の伸び率を年金額に反映させる「マクロ経

済スライド」の実施等、公的年金を取り巻く状況は厳しいものになっています。また、これに伴い１

０月からは標準報酬制も導入され、掛金の基礎がこれまでの給料月額から、実際に受けている手当を

含めたものになり、収入の減少が想定されます。

このようななか、私たち共済組合といたしましては、社会保障制度の変化を注視しつつ、地方公務

員制度の一環として、年金・医療・福祉の事業が一体的かつ効率的に運営されている共済制度の意

義・役割について充分な議論がなされ、その上でこれらが堅持されるよう全国市町村職員共済組合連

合会をはじめ関係団体等と連携した対応を進めてまいる所存であります。

年頭に当たり、皆様のますますのご健勝とご多幸をお祈り申し上げまして、新年のごあいさつとさ

せていただきます。

年金係からのお知らせ

平平平平成成成成２２２２７７７７年年年年１１１１００００月月月月以以以以降降降降のののの障障障障害害害害共共共共済済済済年年年年金金金金ににににつつつついいいいてててて

現在、障害共済年金の受給権者が組合員である場合は、「給与＋障害共済年金の額」に応じて障害
共済年金の全部または一部が停止されています。
厚生年金保険制度には同様の支給停止制度は設けられていないため、平成２７年１０月以降は、厚

生年金制度に合わせて、組合員又は厚生年金の被保険者等である場合であっても障害共済年金が支給
されます（組合員である間、職域部分（３階部分）は停止されます。）。
なお、次のような方はご注意ください。

（１）現在支給停止中の方
支給停止が解除されるため、障害等級の再認定が必要となる場合があります。再認定が必要な
方には、個別に共済組合からお知らせする予定です。

（２）障害共済年金を請求されていない方
組合員である間に初診日（注１）のある傷病が原因となって、障害等級が１級、２級または３
級に該当する程度の障害の状態（注２）にあるとき、障害共済年金が支給されます。障害共済年
金の請求を行える障害の状態にあるかご不明な場合は、共済組合にご相談いただきますようお願
いします。

（注１）初診日とは、その傷病について初めて医師又は歯科医師の診療を受けた日をいいます。
（注２）障害等級１級から３級に該当する程度の障害については、地方公務員等共済組合法施行

令第25条の8・別表第１に定められています。
障害の状態にある事例として、心臓ペースメーカーを装着、人工関節を挿入置換、人工
透析を行っている場合等があります。
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休日や夜間、救急病院にかけ込む軽症患者が増え、緊急性の高い重症患者の治療に支障をきたした

り、病院勤務医の負担が過重となる原因になっています。

必要な人が安心して医療を受けられるようにし、皆さんの医療費を節約するためにも、財布にも体

にも負担の小さい、「賢い受診」を心がけましょう。

◆健康診断で病気を予防・早期発見
最近、私たちを悩ます病気は生活習慣病が中心です。生活習慣のかたよりを正し、健康づくりに励

みましょう。また定期的に健診を受け、病気の早期発見・早期治療につなげることも、医療費節約の

早道です。

◆虫歯や歯周病は早めに治療を！
虫歯や歯周病が進行すると、治療にかかる時間やお金が増大します。もし抜歯となり、インプラン

ト（保険適用外）などが必要になれば、歯1本につき数十万円の出費も。

毎日の歯磨きはもちろん、定期的に歯科検診を受け、症状があれば軽いうちに治療を受けましょう。

◆明細書を活用しましょう
従来から発行されていた「領収証」では知ることのできなかった診療内容が詳しく書かれているの

が、「明細書」です。これが平成22年4月から原則として無料※で発行されるようになっています。

明細書には、受けた検査や治療内容が詳しく記載されています。そして、どんな診療にいくらかか

ったのかも知ることができます。

※すべての医療機関ではありません。

◆はしご受診はやめましょう
診療内容に不満を感じて自己判断で転院を繰り返す「はしご受診」は、医療費がムダにかさむだけ

でなく、重複する薬や検査が体への負担になります。

※初診料と再診料の合計額。検査料等を加えると、その差はさらに大きくなります。

賢賢賢賢いいいい受受受受診診診診でででで医医医医療療療療費費費費節節節節約約約約！！！！

おおおお医医医医者者者者ささささんんんんののののかかかかかかかかりりりり方方方方

�

1回目�

2回目�

3回目�

合計※�

同じ病院に通う場合�

初診料2,700円（＋検査料等）�

再診料  690円�

再診料  690円�

4,080円�

転医を繰り返した場合�

初診料2,700円（＋検査料等）�

初診料2,700円（＋検査料等）�

初診料2,700円（＋検査料等）�

8,100円�
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◆紹介状なしの大病院の受診は平均約2,000円の負担増
賢い受診の第一歩は、信頼できるかかりつけ医をもち、最初はそこに受診することです。紹介状な

しで200床以上の大病院に受診すると、別の自己負担があります。

◆診療時間を無視した病院のコンビニ的利用はやめましょう
休日や夜間に開いている救急医療機関は、一刻を争う緊急性の高い患者を受け入れるためのもの。

また、休日や深夜・早朝の受診は、医療費に割増がかかります。「忙しいから」「日中は混んでいる

から」などといった理由で時間外に受診するのはやめ、緊急時以外は時間内に受診しましょう。

こんなにかかる！診療時間外の割増料金

＊１　ベッド数が200床未満の診療所・病院の場合。
＊２　おおむね、平日は6～8時、18～22時、土曜日は6～8時、12～22時。
※6歳未満は、別に加算額が設定されています。
※自己負担額は、年齢・所得に応じて上記金額の1～3割となります。

【宿泊利用助成契約施設の営業再開・休館について】

当組合の県外契約宿泊施設「むつみ荘」が、設備改修工事に伴い休館しておりましたが、平成２６

年１２月１日から営業を再開しました。また、「サンペルラ志摩」が空調設備等の改修工事に伴い、

平成２７年４月１日から４月３０日まで休館します。「シーサイドいずたが」が老朽化に伴う改修工

事により、平成２７年４月１日から夏季繁忙期前まで休館します。

「むつみ荘」 〒999-2211 山形県南陽市赤湯字森先２３３－１ TEL 0238-43-3035

「サンペルラ志摩」 〒517-0204 三重県志摩市磯部町的矢３１４ TEL 0599-57-2130

「シーサイドいずたが」〒413-0101 静岡県熱海市多賀１２ TEL 0120-73-1241

～施設名～ ～住所地～ ～連絡先～

�

初診料�

（2,700円）�

再診料�

（690円）※1

深夜（22～6時）�

＋4,800円�

＋4,200円�

休日（日・祝日）�

＋2,500円�

＋1,900円�

時間外※2�

＋850円�

＋650円�

開業時間内でも要注意！夜間・早朝等加算がつきます
早朝や夜間、休日に開業している診療所（ベッド数20床未満）等では、診療時間内でも別途加
算される場合があります。加算料金がかかる時間は下記のとおりです。

平日：6～8時、18～22時
土曜日：6～8時、12～22時
日・祝日：6～22時
例えば、開業時間が20時までの診療所でも、18時以降は加算料金がかかります。医療費を抑え
るために、緊急でない限り平日の8～18時に受診しましょう。
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なぜ届出が必要なの？
市町村が実施する医療費助成制度の適用を受ける方は、保険診療による自己負担額の全部または一

部を市町村が負担することとなっています。この場合、重複支給を避けるため共済組合からの自己負

担額に対する附加給付は支給されないこととなります。

共済組合では、附加給付等を適正に支給するため、受給状況について毎年調査を行っていますが、

新たに助成を受けるようになった方、助成を受けなくなった方、有効期限付の受給者証が変更となっ

た方は必ず共済組合へ報告くださいますようご協力をお願いします。

【平成２７年１月１日施行の短期給付の制度改正】

◇産科医療補償制度に係る掛金の引下げに伴い出産費が変わります
産科医療補償制度に係る掛金が３万円から1万６千円に引き下げられます。それに伴い出産費の額

が以下のように変更になります。（合計額４２万円は変更ありません）

【現行】 ３９万円　＋　３万円（産科医療補償制度掛金相当分）

【改正後】 ４０万４千円　＋　１万６千円（産科医療補償制度掛金相当分）

【被扶養者が障がい者医療費助成制度の対象となる
場合の例】
（県内の医療機関で障がい者医療費受給者証等を提示
し、窓口での自己負担がない時の計算例）

医療費総額　500,000円（一般課税）

【注意事項】
共済組合から附加給付等の支給を行った後、その支給対象となった医療費が助成対象となっていた

ことが判明した場合は、過払い分を返還いただきます。

～医療費助成を受けるようになった場合は報告が必要です～

市町村が行う医療費助成を受けていませんか？

市町村の医療助成制度
各市町村では、条例等の定めるとこ
ろにより、次の医療助成制度を行っ
ています。

乳幼児等医療費助成
ひとり親家庭等医療費助成
重度心身障がい者医療費助成

家族療養費の給
付（７割）
350,000円

自己負担額（3割）150,000円

高額療養費
67,570円

医療費助成
82,430円

共済組合から
市町村へ支給

市町村が負担
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◇高額療養費の所得区分と自己負担限度額が変わります
７０歳未満の方の所得区分と自己負担限度額が今までより細分化され、以下のように変更になりま

す。（７０歳以上の方の自己負担限度額に変更はありません）

～医療費が高額になるときは、限度額適用認定証をご利用ください～
70歳未満の方が受診をされる際に、限度額適用認定証を医療機関に提示することにより、医療機関

窓口での支払いが自己負担限度額までに軽減されます。

限度額適用認定証の発行には、「限度額適用認定申請書」をご記入の上、所属所の共済事務担当者

に提出してください。緊急の場合は、共済組合の窓口でも対応しております。
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被扶養者資格確認調査から

被扶養者資格確認調査を平成26年8月に実施させていただきましたが、各所属所及び組合員のみな

さまのご協力により円滑に行うことができました。この場をお借りしてお礼を申し上げます。

なお、調査の結果、被扶養者の収入が基準額を上回る等の事由により資格取消となった事例が散見

されました。

資格取消となった具体的な事例をいくつか掲載いたしますので、内容についてご参照いただき、以

後該当する可能性がある場合は、共済組合までお問い合わせをいただきますようお願いします。

A 給与収入がある場合

被扶養者の収入基準額は年額130万円となりますが、給与収入の場合は130万円を月額換算した

108,333円を基準額とし資格確認を行います。具体的には、1ヶ月の給料月額が108,333円を超えている

かどうかを確認し、超えた月が3ヶ月連続引き続いたときは、基準額を超えた最初の月に遡及して被

扶養者の資格が取消されます。

また、4ヶ月のうち3ヶ月が108,333円を超えている場合に、その4ヶ月を平均した金額が108,333円を

超えたときも同様となります。具体的には以下のとおりです。

【給料月額の事例】

※　年間収入は119万円で年額基準額未満ですが、6月～8月の給与月額が3ヶ月連続して108,334

円以上となるため、基準額を超えた最初の月である6月1日に被扶養者の資格が取消されます。

B 年金受給者に給与収入等がある場合

被扶養者の収入基準額は年額180万円（60歳未満で遺族年金のみ受給は130万円）となり、年金以外

に収入がない場合は年金の年額で資格確認を行います。ただし、年金とあわせて給与収入等がある場

合は、Aと同様に180万円を月額換算した150,000円を基準額とし資格確認を行います。

このため、1ヶ月の年金額と給与収入等の合計額が150,000円を超えた月がある場合は、Aと同様の

審査を行い、基準を超える場合は被扶養者の資格が取消されます。

C 事業収入がある場合

自営業や農業などの事業収入のある方の収入については、税務署に提出される確定申告書の写し等

により判断を行います。ただし、所得税法上の必要経費と、被扶養者認定における必要経費は若干異

なるため、収支内訳書をあわせて提出いただくことにより収入金額の確定を行います。

なお、被扶養者の認定において認められる必要経費は以下のとおりとなります。

【認められる必要経費】

○　一般用

売上原価、給料賃金、地代家賃、水道光熱費、修繕費、消耗品費

○　農業用

雇人費、小作料、賃借料、種苗費、素畜費、肥料費、飼料費、農具費、農薬衛生費、諸材料費、

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

8万円 9万円 11万円 11万円 12万円 10万円 9万円 10万円 11万円 9万円 10万円 9万円
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修繕費、動力光熱費、土地改良費

また、収入基準額は被扶養者の方の年齢や公的年金の受給状況により130万円または180万円が適用

されることとなりますが、事業収入以外の収入の有無・種類にかかわらず、年額により資格確認を行

います。具体的には、平成26年中の収入の場合、平成27年3月までに行う確定申告の結果に基づき被

扶養者の収入（年額）を確定し、基準額を超える場合は平成27年4月1日に被扶養者の資格が取消され

ます。

D 父母の年間収入の合計額が基準額を超えていた場合

父母双方あるいは片方だけを被扶養者とする場合には、個々の収入基準額（130万円もしくは180万

円）以外に父母それぞれの年間収入を合算した額が合算基準額を超えていないか、調査しています。

（※合算基準額とは、個々の基準額を合算した額の85%の金額のことを言います。）

例）父母それぞれの収入が年金収入のみで共に170万円の場合、個々の基準額（180万円）は満たして

いますが合算基準額（306万円）はオーバーしています。この場合、父母双方共に認定は不可となり

ます。

このため、個々の収入のみに注意するだけでなく、父母の収入の合算額にも注意しておく必要があ

ります。

E 組合員が主として生計を維持する者と認められない場合

被扶養者の収入が基準額以内であっても、組合員と共同で同一の被扶養者の生計を維持しているも

のの収入が組合員の収入よりも社会通念上（当共済組合では1割以上）高いと判断された場合は、組

合員の被扶養者とすることはできません。

夫婦で子を共同扶養している場合を例に説明します。基本として、夫婦には子を扶養する権利・義

務が平等にあります。このことを念頭に、地方公務員等共済組合法の被扶養者の定義によると、「主

として組合員の収入により生計を維持するものをいう」となっています。このため、組合員よりも配

偶者の収入が1割以上高い場合には組合員は主として生計を維持していないこととなり、組合員の被

扶養者であったものは認定を取り消されます。

※ただし、組合員に該当被扶養者分の扶養手当が支給されている場合はその限りではありません。

※　上記の事例は、被扶養者の資格が取消しとなる一部の事例ですが、取消が遡及して行われた

場合、その間に医療機関で受診した医療費等は返還していただくことになります。このため、

組合員のみなさまは、常に被扶養者の就労・収入の状態につきまして気を配っていただき、取

消要件に該当する可能性がある場合は、早めに共済組合までお問い合わせいただきますようお

願いします。
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健 診 対 象 者 数
健 診 受 診 者 数

3,696 
3,106 

平成25年度分
特定健診・特定保健指導実施報告について

平成26年10月29日に平成25年度の特定健診・特定保健指導の国への報告が完了しました。
当組合の受診状況等は以下のとおりとなっていますので、ご参照ください。

１　特定健診報告結果

平成25年度の特定健診受診率を上に、平成23年度から3年間の特定健診受診率の経年変化
を下に表しました。
まず、平成25年度の特定健診対象者の合計受診率は、男性84.0%、女性79.0%、全体で81.3%
でした。前年比で男性0.9%増、女性2.3%増、全体で1.6%増となり、全体の受診率は経年変化
でも微増傾向でした。達成目標である受診率80%を、特定健診開始から6年目にしてクリアし
た結果となりましたが、組合員・被扶養者別の受診率は、それぞれ91.5％、51.1％となって
おり、依然として被扶養者の受診率が低迷している状況が続いている状況です。当組合とし
ても、被扶養者受診率向上のための方策を来年度以降も引き続き検討していきます。
また、組合員のみなさまも、ご自身の健康管理のために、年1回の健康診断として、短期
人間ドックまたは事業所健診等をより一層ご利用いただきますようお願いします。

報 告 項 目 男性 女性 合計
4,293 
3,390 

7,989 
6,496 

※　この数値は、被保険者（組合員＋被扶
養者）数より算出しています。
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２　特定保健指導結果

上に特定健診の受診者数に対する対象者の割合と特定保健指導実施（終了）率を、下に特
定健診の受診率と特定保健指導対象者数・終了者率の経年変化を表しています。
平成25年度の特定保健指導の指導終了率は23.2%と前年度比約20％増の結果となりました。
これは、平成25年度より一部の所属所にて実施している巡回型保健指導の影響と考えられま
す。巡回型保健指導は、人間ドック受診後に保健指導を利用していない組合員を対象に、直
接所属所を訪問して行っています。訪問することが保健指導への関心を高めることとなり、
利用率の向上に効果があったものと思われますが、あくまで人間ドック後に引き続き保健指
導を利用いただくことが基本となっていますのでよろしくお願いします。
また、巡回型保健指導を行っていない所属所の組合員及び被扶養者については、利用券配
付による受診勧奨を行うことにより、引き続き保健指導終了率向上を図る予定です。

※　この数値は、被保険者（組合員＋被扶
養者）数より算出しています。

報 告 項 目 男性 女性 合計
積極的支援対象者数 566 98 664 
積極的支援終了者数 138 9 147 
動機付け支援対象者数 271 210 481 
動機付け支援終了者数 80 39 119 
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当組合では平成27年度も特定健診及び特定保健指導を実施する予定です。
組合員・被扶養者の特定健診受診方法は以下のとおりです。
特定保健指導については、例年どおり、人間ドック受診後の利用（一部の健診機関を除
く）、高知市在住の被扶養者に係る特定健診受診後の利用とあわせ、その他の受診者には
随時利用券を送付させていただく予定です。

【特定健康診査の受診方法】
１　組合員
①　短期人間ドック利用助成事業（当組合実施の保健事業）
当組合が3月（新規採用者等は、4月）に一斉募集を行う予定ですので、その際に受診申込みを
してください。
②　組合員が所属している所属所にて実施される事業所健診

実施時期等については、お勤めの所属所の担当者にご確認ください。
※　①または②を受診することで、特定健診を受診したことになりますので積極的な受診をお願い
します。

２　被扶養者
①　短期人間ドック利用助成事業（当組合実施の保健事業）

対象は現行の被扶養配偶者に加え、平成24年度から40歳以上の被扶養者を追加しております。
当組合が3月（新規採用者等は、4月）に一斉募集を行う予定ですので、その際に受診申込みを
してください。
②　成人病精密検査（当組合実施の保健事業）

上記１の②の事業所健診の日程を利用し、同日同場所にて受診を希望する被扶養者を対象に健
診を実施（一部の所属所は除きます。）します。健診実施時期の約１ヶ月前に、当組合より対象
被扶養者に案内文書を送付します。
実施時期等については、事業所健診を実施する所属所の担当者にご確認ください。

③　特定健康診査（高知市在住者のみ）
高知市在住の被扶養者の方を対象に、９月から１１月の間に健診を実施しています。７月中旬
頃に対象被扶養者に案内文書を送付します。
④　特定健康診査（市町村が実施する住民対象の健診）
在住の市町村が住民を対象に特定健診を実施していますので、健診日程・場所等について市町
村役場に確認の上、受診予約をしてください。なお、その際に必要な特定健診受診券は当組合よ
り発行しますので、当組合へ申請を行ってください。申請用紙がない場合は、各所属所の共済担
当者または共済組合にお申し出ください。
⑤　特定健康診査（医療機関が実施する健診）
集合契約に基づく指定医療機関が一般の方を対象に特定健診を実施していますので、希望する
医療機関に直接受診予約をしてください。受診券の申請方法は、上記④と同様です。

※１　①から⑤のいずれかを受診することで、40歳から74歳の方は特定健診を受診したこととなり
ます。なお、①から⑤の健診を重複して受診することはできません。

※２　任意継続組合員及びその被扶養者の方は、平成24年度より④または⑤のいずれかにより受診
できるようになっています。
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組合員のみなさまが退職されると、退職した日の翌日から被扶養者も含め何らかの医療保険制度に
加入する必要があります。
再就職される方は、その再就職先が医療保険制度の適用事業所であり、かつ、加入要件（※勤務形

態等）を満たしている場合は、その医療保険制度に加入することとなりますが、それ以外の方につい
ては、加入する医療保険制度を検討のうえ選択していただくことになります。
加入することができる医療保険制度として、
①　当組合の「任意継続組合員制度」

②　国民健康保険　　

③　家族の医療保険制度（被扶養者として加入）

などがあります。このうち、当組合の「任意継続組合員制度」は、病気やケガなどをしたときに、在
職中とほぼ同様の給付を受けることができる制度で、以下のとおりとなっています。

（加入要件） 退職日の前日まで引続き１年以上組合員であった者。
（加入期間） 退職後２年間。（途中で資格喪失もできます）
（加入手続期間） 退職日から起算して２０日以内。
（加入手続方法） 「任意継続組合員資格取得申出書」を所属所の共済事務担当者を経由して提

出してください。（現職時の組合員証・被扶養者証・高齢受給者証も一緒に返
却してください。）

（給付） 在職中と同様に短期給付事業を受けられます。（一部の給付除く）
（被扶養者） 退職時に被扶養者として認定されていた方は引き続き被扶養者として認定い

たします。

＜掛金について＞　…　平成２７年度の掛金率は未定
掛金には医療費等に係る短期掛金と介護保険制度に係る介護掛金があります。
・短期掛金＝標準給料月額×127.5625／1000（平成２６年度率）
・介護掛金＝標準給料月額×13.2／1000（平成２６年度率）
（介護掛金は、４０歳以上６５歳未満の方が該当となります）

＊標準給料月額とは、①と②のいずれか低い額です。

①　退職月の初日における掛金の標準となった給料月額
（組合員期間が１５年以上であり、退職時の年齢が５５歳以上
で初めての退職である者は、給料月額の８割の額）
②　平成２７年１月１日における全組合員の平均給料月額（平成２６年度303,000円）

＜任意継続組合員の資格取得の撤回について＞

任意継続組合員の資格取得をされた後、家族の被扶養者などになられて任意継続組合員の資格取
得を撤回する場合、退職日から起算して２０日以内に撤回の申出をお願いします。ただし、原則的にはそ
のようなことにならないよう、事前に退職後に加入する医療保険について決めておくことが重要です。
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３月末に退職される皆様へ

退職後の医療保険制度
３月末に退職される皆様へ

退職後の医療保険制度
３月末に退職される皆様へ

退職後の医療保険制度
３月末に退職される皆様へ

退職後の医療保険制度
３月末に退職される皆様へ

退職後の医療保険制度
３月末に退職される皆様へ

退職後の医療保険制度
３月末に退職される皆様へ

退職後の医療保険制度
３月末に退職される皆様へ

退職後の医療保険制度
３月末に退職される皆様へ

退職後の医療保険制度
３月末に退職される皆様へ

退職後の医療保険制度
３月末に退職される皆様へ

退職後の医療保険制度
３月末に退職される皆様へ

退職後の医療保険制度
３月末に退職される皆様へ

退職後の医療保険制度
３月末に退職される皆様へ

退職後の医療保険制度
３月末に退職される皆様へ

退職後の医療保険制度
３月末に退職される皆様へ

退職後の医療保険制度
３月末に退職される皆様へ

退職後の医療保険制度
３月末に退職される皆様へ

退職後の医療保険制度
３月末に退職される皆様へ

退職後の医療保険制度
３月末に退職される皆様へ

退職後の医療保険制度
３月末に退職される皆様へ

退職後の医療保険制度
３月末に退職される皆様へ

退職後の医療保険制度
３月末に退職される皆様へ

退職後の医療保険制度
３月末に退職される皆様へ

退職後の医療保険制度
３月末に退職される皆様へ

退職後の医療保険制度
３月末に退職される皆様へ

退職後の医療保険制度
３月末に退職される皆様へ

退職後の医療保険制度
３月末に退職される皆様へ

退職後の医療保険制度
３月末に退職される皆様へ

退職後の医療保険制度
３月末に退職される皆様へ

退職後の医療保険制度
３月末に退職される皆様へ

退職後の医療保険制度
３月末に退職される皆様へ

退職後の医療保険制度
３月末に退職される皆様へ

退職後の医療保険制度
３月末に退職される皆様へ

退職後の医療保険制度
３月末に退職される皆様へ

退職後の医療保険制度

＊平成２６年度短期・
介護掛金月額の上限額

短期掛金＝38,651円
介護掛金＝3,999円
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データヘルス計画がはじまります！
～～　データ分析による最適な保健事業へ　～～

平成25年6月に閣議決定された「日本再興戦略」の中の「国民の健康寿命の延伸」をめざす新たな
取り組みの1つです。平成27年度より、データ分析に基づく保健事業の計画作成と実施が求められて
います。

当組合では、これまでも組合員・被扶養者の健康増進をめざして様々な保健事業に取り組んできま
したが、これからは、従来の保健事業とあわせて、健診データと医療機関からのデータ（レセプト）
を分析して健康課題を明確にし、目標値などを設定して新たに保健事業を計画していくことになりま
す。
また、事業を行いっぱなしにせず、効果の測定と評価を行い、必要に応じて事業を見直していくこ

とが重要となり、ＰＤＣＡサイクル（下図参照）を回しながら行うという点が従来と異なります。

現在、特定健診・特定保健指導などの生活習慣病予備軍への予防的事業についてはすでに行ってい
るところですので、当組合においてはハイリスク者へのアプローチをメインに実施する予定です。
具体的には、健診データにおいて高血圧・高脂血症・高血糖などによる要受診の症状が見られ、か

つ、レセプトデータ（受診記録）がない方等に受診勧奨を行い、定期的なスパンで受診状態を確認し、
場合によってはハイリスク者に特化した講習事業などを行う計画となっています。
このサイクルを繰り返すことにより、ハイリスク者の更なる重症化を予防することができると考え

られますが、そのためには、所属所及び組合員・被扶養者のみなさんの協力が不可欠となりますので
よろしくお願いします。

具体的な保健事業の内容は？

今までの保健事業とどこが違う？

データヘルス計画とは？
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☆利率は半年複利の1.35％。定期貯金の1.3％より有利です。※注（１）

☆積立方法は次の3種類。
①定時積立…毎月の給料から天引きされる積立です。
②ボーナス積立…ボーナス（6月・12月）から天引きされる積立です。
※①と②は併用でもご利用いただけます。
③臨時積立…いつでも追加で預け入れできる便利な積立です。

☆払戻しは月2回。手続きは所属所を通じて払戻請求書を提出してください。※注（2）

※送金日に共済組合に登録されている個人口座に直接送金されます。

☆新規加入申込書は所属担当者・共済組合にあります。
○平成２７年の払戻請求書の締切日と送金日は下表のとおりとなります。※注（3）

※注（1）利率は平成27年1月現在のものです。
（2）同月内での払戻しは、どちらか1回のみとなります。
（3）締切日は当日必着完備（ＦＡＸ不可）の取扱となります。不備による再提出が

締切日を過ぎますと次回分に繰り下げとなりますので、お急ぎの場合などは早
めの提出をお願いします。

是非この機会に簡単・便利・安心で有利な積立貯金をご利用ください!!

平 成 27 年 積 立 貯 金 一 部 払 戻 予 定 表

貯�貯�金�金�
係�係�か�か�ら�ら�ご�ご�案�案�内�内�

～ 積立貯金ご存知ですか？ ～�

1 月

2 月

3 月

4 月

5 月

6 月

7 月

8 月

9 月

10 月

11 月

12 月

①
②
①
②
①
②
①
②
①
②
①
②
①
②
①
②
①
②
①
②
①
②
①
②

締切日
7  日
20  日
5  日
18  日
5  日
19  日
6  日
17  日
8  日
19  日
5  日
19  日
6  日
21  日
5  日
19  日
4  日
16  日
5  日
20  日
5  日
18  日
4  日
16  日

送金日
16  日
29  日
16  日
26  日
16  日
30  日
15  日
28  日
18  日
28  日
16  日
29  日
15  日
30  日
14  日
28  日
15  日
29  日
15  日
29  日
16  日
27  日
15  日
25  日
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平成27年貸付金・自動車購買立替金振込日のお知らせ平成27年貸付金・自動車購買立替金振込日のお知らせ

月
第 1 回 第 2 回 第 3 回

決定通知送付
1
2
3
4
5
6
7
8
9
10
11
12

１４ 日
１３
１３
１０
１５
１２
１０
１１
１１
１３
１３
１１

１９日
１８
１７
１６
１９
１７
１６
１７
１７
１６
１７
１６

２０日
１７
１７
１７
１９
１９
１７
１８
１５
２０
１７
１５

２３日
２３
２４
２２
２２
２４
２４
２１
２４
２３
２０
１８

２３日
２０
２４
２４
２２
２３
２４
２１
２５
２３
２４
１８

２９日
２６
３０
２８
２８
２９
３０
２８
２９
２９
２７
２５

振　込　日 決定通知送付 振　込　日 決定通知送付 振　込　日

自動車購買立替金制度をご存じですか
※申込額が５０万円を超える場合は、連帯保証人が必要です。（連帯保証人は組合員期間１年以上の方）

自動車購買立替金は、自動車だけでなくバイクもご利用になれます。

福祉課物資係　@０８８－８２３－３２１5

注意点

・申込書の締切日は毎月１０日です

・振込日は貸付金の第３回と同じ日になります

・購入する自動車の使用者は申込人（または配

偶者）名義とする

・申込みは登録後２ケ月以内に限る

・個人の方から購入される場合はご利用いただ

けません

◆ご用意いただくもの◆

自動車購買立替金申込書

車検証のコピー

（250cc以下の場合は軽自動車届出済証又
は軽自動車税申告書）

（125cc以下の場合は原動機付自転車標識
交付証明書）

戸籍謄本（使用者名義が配偶者の場合のみ）

◆ご利用いただける方◆

組　合　員

（現在自動車購買立替制度をご利用い
ただいている方は対象外となります）

◆ご融資金額・返済期間◆

３００万円以内・６年以内

（毎月の返済金額が基本給の３０％以内）

※利率は変動利率で
平成２７年１月現在のものです。

年　利３.０％
便利な給料控除
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＊共済組合の貸付をご利用のみなさまへ

＊未加入の方はぜひご加入ください。

団体信用保険「だんしん」 債務返済支援保険

【事業内容】

組合員の方(借受人)を対象とした生命保険事
業です。借受人が償還中に万一死亡又は高度障
害となった場合、保険金により債務を相殺し、
退職手当をご本人及びそのご家族のために確保
することができます。

【対象者】

貸付申込時に加入しなかった者で、月末残高
が５０万円以上あり、かつ告知事項に合致する
者。

【特約保証料】

毎年９月末の貸付金残高を基準に算定し、残
高１０万円に対し月額２０円です。
※例：残高２00万円の場合
200万円÷10万円×20円＝月額400円
400円×12ヵ月＝年額4,800円

【保険金の支払い】

貸付金の未償還残高相当額

【申込方法】

所定の申込書により、共済事務担当者を通じてお申し込みください。
【徴収方法】

特約保証料及び保険料の12ヶ月分(前払い)を口座振替により徴収します。
【保険適用開始日】

申込日（告知日）の属する月の翌々月1日
※例：申込日（告知日）2015年1月10日の場合

保険適用日2015年3月1日

＊詳しくは所属所担当課に備えていますパンフレットをご覧ください。
<お問合せ先>共済組合福祉課　電話088-823-3215

【事業内容】

病気や傷害により就業不能となった場合、貸
付の返済金相当額を保険金としてお支払いする
制度です。債務返済支援保険のみの加入はでき
ませんので、「だんしん」と併せてお申込みくだ
さい。

【対象者】

だんしんを同時に申し込んでいる者で、告知
事項に合致する者。

【保険料】

平均返済月額１万円に対し、月額９９円です。
※例：平均返済月額2万円の場合

2万円÷１万円×99円＝月額198円
198円×12ヵ月＝年額2,376円

【保険金の支払い】

毎月償還：毎月の返済額
ボーナス併用：年間返済予定額÷１２
※３０日の免責あり。
※支払い期間は３年を限度とする。

団体信用生命保険事業団体信用生命保険事業

「「だだんんししんん」」ののごご案案内内ですです。。












